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第４章 計画の推進方策 

基本目標１ 幼児期の教育・保育、及び地域における子育て支援 

１ 教育・保育施設の充実 

（１）幼稚園・認定こども園（１号及び２号認定、3～5 歳児） 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 26 年 5 月 1 日現在の 1 号認定（3～5 歳児）の町内幼稚園への入園児数は 233

人となっており、定員 770 人に対し 30.3％の充足率となっています。 

◆ニーズ調査の利用意向による量の見込みを設定します。 

（単位：人） 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量
の
見
込
み 

1 号【①】 250 250 250 250 250

2 号【②】 33 33 33 33 33

町外受託【③】 71 73 71 73 73

町外委託【④】 37 37 37 37 37

確
保
方
策 

1 号認定

【⑤】 

町内 0 0 0 0 0

町外 0 0 0 0 0

確認を受けない幼稚園

【⑥】 
770 770 770 770 770

⑤＋⑥-(①＋②＋③-④) 453 451 453 451 451

（参考）H26 年度定員：770 人 

※町外受託【③】について、各年度の見込み数を詳細に設定している他市町村があるため、各年度異なります。

２）確保の内容 

◆現状の定員は、量の見込みを上回っている状況であり、計画期間は現状定員数を確保

します。 
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（２）保育所（園）など（２号認定、3～5歳児） 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 26 年 3 月末現在の 2 号認定（3～5 歳児）の町内保育園への入所児童数は 316

人（町内児童 301 人、町外受託 15 人、町外委託 28 人）となっており、2 号認定定

員 345 人に対し 91.6％の入所率となっています。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 26 年度の利用児童数よりも上回っている状況で

す。現状の入所児童数を勘案し、量の見込みを設定します。 

 

（単位：人） 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量
の
見
込
み

2 号認定【①】 336 336 336 336 336

町外受託【②】 11 11 11 11 11

町外委託【③】 19 19 19 19 19

確
保
方
策 

教育・保育※1

【④】 

町内 327 327 327 327 327

町外 11 11 11 11 11

地域型保育  

認可外保育施設※2 0 0 0 0 0

④-(①＋②-③) 10 10 10 10 10

（参考）H26 年度定員：345 人 
※1：教育・保育は、認定こども園、保育所（園） 

※2：市町村または県が一定の施設基準に基づき運営費支援などを行っている認可外保育施設など 

 

２）確保の内容 

◆現状の 0 歳児から 5 歳児の合計定員は、量の見込みを上回る状況のため、合計定員は

変更しません。ただし、低年齢児の保育の需要が高まっているので、3 号認定の定員

を増やし、その分を２号認定の定員から減らします。 

 

（単位：人） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

認定こども園 0 0 0 0 0

保育所（園） -7 0 0 0 0

合計 -7 0 0 0 0

※上記数値は、各年度における整備量（年度毎の増加数） 
（参考）H26 年度定員：345 人 
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（３）保育所（園）など（３号認定、0～2歳児） 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 26 年 3 月末現在の 3 号認定（0～2 歳児）の町内保育園への入所児童数は、0

歳児が 16 人（町内児童 16 人、町外受託 0 人、町外委託 5 人）、1・2 歳児が 134

人（町内児童 128 人、町外受託６人、町外委託 19 人）となっており、3 号認定定員

125 人に対し 120％の入所率となっています。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 25 年度の利用児童数よりも大きく上回っており、

0 歳児については、国補正値（育児休業制度利用の状況などを勘案し、推計児童数に

対し 27.4％の利用を想定）や利用状況等を勘案し、量の見込みを設定します。 

（単位：人） 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量
の
見
込
み

3 号認定【①】 122(14) 122(14) 122(14) 122(14) 122(14)

町外受託【②】 5（0） 5（0） 5（0） 5（0） 5（0）

町外委託【③】 11（1） 11（1） 11（1） 11（1） 11（1）

確
保
方
策 

教育・保育※1

【④】 

町内 127(16) 127(16) 127(16) 127(16) 127(16)

町外 5(0) 5(0) 5(0) 5(0) 5(0)

地域型保育 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

認可外保育施設※2 0 0 0 0 0

④-(①＋②-③) 16(3) 16(3) 16(3) 16(3) 16(3)

（参考）H26 年度定員：125 人(0 歳:13 人、1・2歳 112 人) 

※1：教育・保育は、認定こども園、保育所（園） 

※2：市町村または県が一定の施設基準に基づき運営費支援などを行っている認可外保育施設など 

※：表中（ ）内は 0歳児の内数。 
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２）確保の内容 

◆低年齢児の保育の需要が高まっているので、3 号認定の定員増を確保します。 

（単位：人） 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

0 歳 1-2 歳 0 歳 1-2 歳 0 歳 1-2 歳 0 歳 1-2 歳 0 歳 1-2 歳

認定こども園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保育所 3 4 0 0 0 0 0 0 0 0

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 3 4 0 0 0 0 0 0 0 0

※上記数値は、各年度における整備量（年度毎の増加数） 

（参考））H26 年度定員：125 人(0 歳:13 人、1・2歳 112 人)
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２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１）利用者支援事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する

事業です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆子育て支援課を窓口として、多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑

に利用できるよう、必要な支援を行います。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（か所） 1 1 1 1 1

確保方策（か所） 1 1 1 1 1

（２）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 25 年度の実績は、2 か所で実施し、子育て支援センターでは月平均 625 人、児

童館では月平均 118 人の利用となっています。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 25 年度の利用実績よりも下回っていますが、今

後も 2 か所で事業を実施し、利用の増加を勘案し、量の見込みを設定します。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人回/月） 900 900 900 900 900 

確保方策 
（人回/月） 900 900 900 900 900 

（か所） 2 2 2 2 2
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（３）妊婦健康診査 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把

握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学

的検査を実施する事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 25 年度の実績は、妊娠届件数 178 件に対し、健診件数は 180 件（健診率

101.1％）となっています。 

◆計画期間中の量の見込みは、0 歳児の推計児童数とします。 

 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人） 156 154 151 146 142

確保方策 実施場所：埼玉県契約医療機関 

実施体制：健康増進課から医療機関へ委託 

検査項目：厚生労働省「妊婦健康診査の実施について」に沿って実施 

実施時期：通年 

 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養

育環境等の把握を行う事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 25 年度の実績は、新生児数 176 人に対し、訪問件数は 172 件（97.7％）と

なっています。 

◆計画期間中の量の見込みは、0 歳児の推計児童数とします。 

 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人） 156 154 151 146 142

確保方策 実施体制：5 人（保健師 3 人、看護師 2 人） 

実施機関：健康増進課 
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（５）－１ 養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を

行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

養育支援が必要でありながら自分から支援を求めることができない家庭を早期に発見し、

必要な訪問支援を行います。今後も継続して支援を行い、家庭での安定した児童の養育が

可能となるよう努めます。 

 

１）量の見込みの算出根拠 

◆平成 25 年度の実績は、対象児童 0 歳～就学前児童で、訪問件数が 30 件となってい

ます。 

 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人） 32 34 36 38 40

確保方策 実施体制：3 人（助産師 1 人、保育士 2 人） 

実施機関：健康増進課 

 

 

（５）－２ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支

援に資する事業） 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整

機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携

強化を図る取組を実施する事業です。 

 

【町の方向性】 

これまで本町では要保護児童対策地域協議会を設置し、要保護児童等（要支援児童や妊

婦を含む。）の早期発見や適切な保護や支援を行ってきましたが、近年相談件数及び相談内

容も複雑多様化していることから、要保護児童対策地域協議会の機能強化を図っていく必

要があります。 

具体的には、児童相談所をはじめとして、医療機関、警察等との連携、協力体制の強化

を図ります。庁内においては、子育て支援課、健康増進課、福祉介護課、学校教育課が情

報共有、連携を強化するとともに、支援を充実していきます。さらに、要保護児童対策調

整機関及び関係機関に専門性を有する職員を配置するとともに都道府県等が実施する講習

会等への参加を通じて専門性を高めます。 
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（６）子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児

童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業

（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆現在、町では事業を実施していませんが、随時対応します。 

２）量の見込みと確保の内容 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人日） 0 0 0 0 0 

確保方策 実施場所：随時対応、近隣児童養護施設との利用契約により対応 

（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行う事業です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 25 年度の実績は、利用会員数が 142 人、サポート会員数が 65 人、活動件数

559 回/年となっており、対象児童は０歳～小学６年生までです。 

◆量の見込みは、現状の利用実績を勘案し設定します。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人日） 560 560 560 560 560

確保方策（人日）  

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業を除く） 
500 500 500 500 500

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業） 
10 10 10 10 10

子育て援助活動支援事業 

（就学後） 
50 50 50 50 50
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（８）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、

一時的に預かり、必要な保護を行う事業 

１）量の見込みと確保方策 

①【幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）】

◆各園の利用者数の合計から量の見込みを設定します。

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人日） 
1 号による利用 510 510 510 510 510

2 号による利用 3,137 3,137 3,137 3,137 3,137

確保方策（人日） 在園児対象型 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700

②【一時預かり事業（在園児対象型を除く）、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業を除く）、子育て短期支援事業（トワイライトステイ）】

◆各園の利用者数の合計から量の見込みを設定します。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人日） 982 982 982 982 982

確保方策（人日）  

一時預かり事業 

（在園児対象型を除く） 
970 970 970 970 970

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業を除く） 
20 20 20 20 20

子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ） 
0 0 0 0 0
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（９）延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間におい

て、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 25 年度の利用実績は、4 か所で実施しています。 

◆各園の実利用者数の合計から量の見込みを設定します。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人） 62 62 62 62 62 

確保の内容 
（人） 76 76 76 76 76

（か所） 4 4 4 4 4

（10）病児・病後児保育事業 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時

的に保育等する事業です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆現在、町では事業を実施していません。 

◆子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業）での量の見込みを設定します。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み（人日） 10 10 10 10 10

確保方策（人日）  

病児保育事業 0 0 0 0 0

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業） 
10 10 10 10 10
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（11）放課後児童健全育成事業 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了

後・長期休み中に児童クラブ、小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生

活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 26 年 5 月 1 日現在の利用実績は、7 か所で実施し、入所児童数は、低学年が

198 人、高学年が 82 人で、合計 280 人となっています。 

◆過去 3 年間の児童比率と比較し、平均値を低学年 33.17％、高学年 11.59％として

量の見込みを設定します。 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度

①量の見込み（人）

低学年 189 189 189 189 189

高学年 75 75 75 75 75

合計 264 264 264 264 264

②確保方策（人） 300 300 300 300 300

（参考）H26 年度定員：260 人＋定員数未設定 1か所

小学校区別 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度

風の子放課後学童

クラブ 

量の見込み 40 40 40 40 40 

定員 40 40 40 40 40 

第 2 風の子放課後

学童クラブ 

量の見込み 34 34 34 34 34 

定員 40 40 40 40 40 

ちびっこ放課後学

童クラブ 

量の見込み 40 40 40 40 40 

定員 40 40 40 40 40 

竹の子放課後学童

クラブ 

量の見込み 31 31 31 31 31 

定員 40 40 40 40 40 

八和田学童クラブ 量の見込み 34 34 34 34 34 

定員 40 40 40 40 40 

星の子放課後学童

クラブ 

量の見込み 35 35 35 35 35 

定員 50 50 50 50 50 

杉の子放課後学童

クラブ 

量の見込み 50 50 50 50 50 

定員 50 50 50 50 50 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払う

べき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参

加に要する費用等を助成する事業です。 

 

【町の方向性】 

保育料等の負担についても低所得者層には減額・減免措置があることから、減額されな

い世帯との差が大きくなる可能性もあるので、今後検討します。 

 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【新規】 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業

者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 

【町の方向性】 

地域ニーズに即した保育等の事業充実を図るため、新規の事業者が円滑に新制度におけ

る保育所、小規模保育事業等での保育等事業を実施できるよう必要な支援を行います。 
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３ 子育てに関する相談、情報提供の充実 

○子ども・子育て支援法に基づく基本指針上の扱い

【産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の円滑な利用の確保に関する

事項】 

子育てに対する保護者等の孤立感や不安感を解消することや、出産・育児に対するさまざ

まなニーズに対応するために、特定教育・保育施設、関係団体などの地域、行政などが連携

した相談体制を充実します。また、特定教育・保育施設等の利用を希望する保護者が、産後

の休業明けや育児休業満了時から利用できるような環境を整えるために、情報提供や相談支

援等を充実します。 

事業名 事業展開 担当課 

母子保健事業の推進 健 康 増 進 課 

母子保健システ

ムの充実 

個々の要支援児のカルテを作成し、一貫した母子保健シ

ステムの充実を図ります。 

妊産婦・乳児家

庭全戸訪問事業 

周産期からの支援が必要な妊婦には、医療機関との連携

のもと訪問指導を行います。新生児・産婦については出

産早期に全戸訪問を行い、子育て不安の軽減や産後うつ

病の予防等、安心して子育てができるよう保健指導を行

います。 

乳幼児健康診査 集団の健康診査により、親の子どもの正常な発育発達の

理解を支援し、異常の早期発見による疾病や障害の予防

とその育児支援を行います。 

乳 幼 児 健 康 相

談・両親学級等 

妊娠・出産・育児についての相談や学びの場を提供し、

母親の育児不安や育てにくさに寄り添う適切な保健指導

を実施し、乳幼児の健やかな成長を支援します。 

養育支援訪問事

業 

養育支援が必要でありながら自分から支援を求めること

ができない家庭を早期に把握し、必要な訪問支援を行い

ます。 

未熟な児や支援を要する児と、またその児に対しての育

児不安や育てにくさを感じている親に対し、養育支援訪

問を実施します。 

不妊治療への支援 不妊に悩む方への支援に関する情報提供を充実します。 健 康 増 進 課 
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事業名 事業展開 担当課 

人材の確保 専門性を活用し、親子教室・発達相談・ことばの相談・

心理相談等を充実します。 

健 康 増 進 課 

育児相談 子育て支援課、健康増進課、公立保育所や子育て支援セ

ンターにおいて、育児相談を実施します。子育て支援課、

健康増進課ではメールによる相談も受け付けます。また、

関係機関との連携や協力体制を強化し、保護者に適切な

情報を提供します。 

子育て支援課 

健 康 増 進 課 

利用者支援事業 子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育

所での教育・保育や一時預かりなど地域子ども・子育て

支援事業等の中から適切なものを選択し、円滑に利用で

きるよう、子育て支援課等で相談を受け付けるなど利用

者支援を図ります。 

子育て支援課 
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基本目標２ 専門的な知識や技術を要する支援 

 

○子ども・子育て支援法に基づく基本指針上の扱い 

【子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項】 

 

１ 児童虐待防止対策の推進 

平成 24 年度の全国の児童虐待相談対応件数は 66,701 件で、統計を取り始めて以来毎年

増加しており、平成 11 年度と比べると約 5.7 倍となっています。また、虐待による死亡事

例が多数発生しており、平成 23 年度では 56 例・58 人となっています。 

こうした中、本町においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握し虐待の発生を予

防するほか、虐待が深刻化する前の早期発見・早期対応が必要であり、その対応に介入や専

門性が必要な場合は、児童相談所などの関係機関との連携を強化し遅延なく対応することが

求められています。 

 

（１）関係機関との連携と相談体制の強化 

虐待の発生予防、早期発見、早期対応、再発防止などのために、地域の関係機関の連携、

情報収集及び共有により支援を行う、「要保護児童対策地域協議会」の取組みを強化します。 

また、児童虐待等に係る相談支援や援助技術などの幅広い知識と技術を向上させるため、

児童相談所職員との連携により相談体制の強化を図ります。 

 

（２）発生予防、早期発見、早期対応 

子育て支援課内に児童福祉司あるいは CW（ケースワーカー）等の有資格者を配置し、

健康増進センターで実施する母子保健活動との連携を図った協働体制を強化します。 

また、乳幼児等を対象とした保健福祉サービスを受けていない家庭等においては、関係

部署などと連携し、家庭の実態把握に努めるとともに、要保護児童対策地域協議会におい

て関係機関の間で情報の共有を図り、対応を強化します。 

 

（３）社会的養護施策との連携 

社会的養護を必要とする子どもについては、児童家庭支援センターの活用など児童養護

施設との連携や地域資源の活用など、各子ども・子育て支援事業との連携を図り推進しま

す。また、地域の里親や児童養護施設等において子どもが健やかに成長できるよう、学校

や民間団体等の地域の関係機関、県等との連携により、地域の中で社会的養護が行える支
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援体制を整備します。 

事業名 事業展開 担当課 

要保護児童対策地

域協議会 

児童虐待の禁止・予防・早期発見・対応などを図るため、

地域の関係機関・団体の代表者で構成される要保護児童

対策地域協議会を開催し、関係機関が連携を深めながら

児童虐待防止対策を強化します。 

子育て支援課 

健 康 増 進 課 

福 祉 介 護 課 

学 校 教 育 課 

予防対策、広報、啓発等の充実 

母子保健分野で

の予防対策 

母子健康手帳交付時の面接等に、望まない妊娠への相談

対応や出産後早期訪問による産後うつ病予防、育児不安

への早期対応など、妊娠期からの一貫した虐待予防に努

めます。また乳幼児健診や予防接種未受診の家庭等、児

童虐待が心配される家庭への早期面接・訪問等支援の充

実を図ります。 

健 康 増 進 課 

乳児家庭全戸訪

問事業 

再掲 健 康 増 進 課 

養育支援訪問事

業 

再掲 健 康 増 進 課 

広報・啓発活動 住民への児童虐待防止のための啓発活動を推進します。 子育て支援課 

教育等との連携 学校や保育園等での児童虐待の予防・早期発見の取組み

を強化します。 

学 校 教 育 課 

子育て支援課 

ＤＶ（ドメスティッ

ク・バイオレンス）

対策との連携 

家庭内で発生しているＤＶ（ドメスティック・バイオレ

ンス）は暴力を感情表現や問題解決のための手段として

継承される可能性が高いこと、また、ＤＶと児童虐待は

家庭内で同時に起こりうる暴力であることから、連携し

た取組みを推進します。 

総 務 課 

子育て支援課 

学 校 教 育 課 

保育園機能の強化 保育園において児童虐待防止、未然防止に関する取組み

の充実を図ります。 

子育て支援課 
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２ 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 

平成 22 年の国勢調査によると、本町の母子世帯は 122 世帯（一般世帯の 1.0％）で、父

子世帯は 23 世帯（一般世帯の 0.2％）となっています。平成 23 年度全国母子世帯等調査

によると、全国の母子家庭の約 81％が就労しており、母自身の平均年収は 223 万円（うち

就労収入は 181 万円）、父自身の平均年収は 380 万円（うち就労収入は 360 万円）となっ

ています。また、生活保護を受給している母子世帯及び父子世帯はともに約 1 割となってい

ます。このような状況から、特にひとり親家庭では、子育てをする上で経済的な支援が必要

であるなど多くの問題を抱えている現状が見受けられます。このため、ひとり親家庭への支

援は、子育て・生活支援、就業支援、経済的支援など総合的な支援を適切に実施していくこ

とが重要です。 

事業名 事業展開 担当課 

母子・父子自立支援

員の活用 

民生委員・児童委員からの相談活動を通じての情報提供

を行い、埼玉県西部母子・父子福祉センターが行ってい

る母子家庭等就業・自立支援センターの自立支援員と連

携をとり、相談に応じます。 

子育て支援課 

保育園等の優先利

用 

保育園や学童クラブの優先利用を支援します。 子育て支援課 

ひとり親家庭福祉

事業 

県が行う、母子家庭等日常生活支援事業・子育て短期支

援事業など、ひとり親家庭福祉事業の利用促進を図りま

す。 

子育て支援課 

雇用の促進 母子家庭の自立を支援するため、西部福祉事務所の就業

支援専門員を活用して、就労の促進を図ります。 

子育て支援課 

就業相談に訪れた方にハローワークが発行する、求人情

報を提供。パート等家庭外で働くことが困難な方には内

職を斡旋します。 

産 業 観 光 課 

ひとり親家庭医療

費助成 

父子・母子家庭等の経済的負担を軽減するため、親又は

児童が医療機関を受診した場合の医療費の一部負担金を

県と町で助成します。 

子育て支援課 

児童扶養手当支給 ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、児童の福

祉の増進を図るため、児童扶養手当法に基づく手当支給

に関する申請事務等を行います。 

子育て支援課 

母子・父子寡婦福祉

資金の貸付 

県が行う、母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦等に対し

て、その経済的自立の助成を図り、その扶養している児

童の福祉を増進するための各種資金の貸付申請等の事務

を行います。 

子育て支援課 
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３ 障害児施策の充実等 

自閉症、学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）などの発達障害を含む障害のあ

る子どもが、その可能性を十分に伸ばし、身近な地域で安心した生活をおくるためには、年

齢や障害等、一人一人の希望に応じた専門的な支援を充実させることが必要です。また、障

害の原因となる疾病や事故を予防するための取組みや、障害等の早期発見・治療を図るため

の妊婦や乳幼児の健康診査などを推進することが必要です。 

このため、障害の早期発見・治療のための取組みを充実するとともに、乳幼児期を含む早

期からの相談体制を構築し、各施設や関係機関などとの連携を図りながら切れ目のない円滑

な支援につなげることが重要です。 

事業名 事業展開 担当課 

障害児保育の実施 保育園や学童クラブにおける障害児の受入れを実施し、

受け入れた児童クラブに応じて支援員を増員します。 

子育て支援課

特別支援学校放課

後対策事業 

特別支援学校放課後学童クラブ入所の支援を検討しま

す。 

子育て支援課

相談支援活動を行います。 福 祉 介 護 課

障害児療育事業 ことばの遅れや軽度発達障害児等の支援を要する児とそ

の親に対し、こども発達相談・ことばの相談・心理相談

や集団の遊びの教室を実施し療育事業の充実を図りま

す。 

健 康 増 進 課

児童発達支援 身近な地域の障害児支援の専門施設（事業）として、通

所利用の障害児への支援だけでなく、地域の障害児・そ

の家族を対象とした支援や、保育所等の障害児を預かる

施設に対する援助等にも対応します。 

福 祉 介 護 課

放課後等デイサー

ビス 

学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期

休暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的

に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自

立を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを推進

します。 

福 祉 介 護 課

保育所等訪問支援 保育所等を現在利用中、又は今後利用する予定の障害児

が、保育所等における集団生活の適応のための専門的な

支援を必要とする場合に「保育所等訪問支援」を提供す

ることにより、保育所等の安定した利用を促進します。 

福 祉 介 護 課

医療型児童発達支

援 

医療型児童発達支援センターにおいて、児童発達支援及

び治療を提供します。 

福 祉 介 護 課
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事業名 事業展開 担当課 

（福祉型・医療型）

障害児入所支援 

重度・重複障害や被虐待児への対応を図るほか、自立（地

域生活移行）のための支援を充実します。 

福祉型…保護、日常生活の指導、知識技能の付与 

医療型…保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識

技能の付与及び治療 

福 祉 介 護 課

障害児相談支援 個々の状況に合ったサービス利用を可能とする障害児支

援利用計画を作成します。 

福 祉 介 護 課
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４ 子どもの貧困対策の推進 

平成 24 年の我が国の子どもの貧困率は 16.3％とされ、17 歳以下の子どもの約 6 分の 1

が経済的に困窮しているといわれています。 

子どもの貧困の背景にあるのが女性の貧困であり、日本のひとり親世帯の 8 割以上が母子

家庭であり、全体の半数以下が貧困ライン以下の状態にあります。そうした世帯に育った子

ども、中でも女性は、成人しても貧困状態に陥ることが多く、さらなる連鎖を生む悪循環が

起きています。 

このような厳しい現状を踏まえ、国は平成 25 年６月に「子どもの貧困対策の推進に関す

る法律」を公布し、26 年８月には、この法律に基づき子どもの貧困対策を総合的に推進す

るための「子供の貧困対策に関する大綱」を閣議決定しました。 

大綱では、子供の貧困率や生活保護世帯に属する子供の高等学校等進学率やひとり親家庭

の親の就業率などの指標を定め、この指標の改善に向けて、国・地方自治体が中心となり、

教育や生活の支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援等の重点施策を総合的に推進す

ることとされました。 

小川町の子どもの貧困に関する状況は、保育所入所児童のうち生活保護世帯及び町民税や

所得税非課税世帯の割合が概ね 23.5％、小中学校に在籍している児童・生徒のうち要保護及

び準要保護児童生徒援助費を支給している児童生徒の割合が概ね 13.7%と、経済的に厳しい

世帯があることがわかります。この状況は、子どもたちに責任があるものではなく、経済的

に困窮しているため、結果的に教育の機会が失なわれたり、将来が閉ざされるといったこと

があってはなりません。 

町では、子どもの育つ力を育み、子どもたちが将来に希望が持てるよう、子どもの成長や

家庭状況に応じた支援を図るとともに、子どもの貧困に関する調査・把握に努め、有効な施

策の充実に役立てていきます。さらに、社会的養護が必要な子ども、貧困状態にある子ども、

障害児等、特に支援を必要とする子どもとその家庭に必要な支援を行うとともに、予防や早

期発見の観点から関係各課及び県等の関連機関との連携強化を行います。 

 

 

 

 

 

 



第４章 基本目標２ 専門的な知識や技術を要する支援 

62 

（１） 町が行う主な支援策 

事業展開 担当課等 

生活困窮世帯や生活保護世帯等に対する相談 等 福 祉 介 護 課 

生活福祉資金（教育支援資金）貸付の申請受付 社会福祉協議会

情報交換、仲間づくりのための交流会の開催 等 社会福祉協議会

保育料の負担軽減 子育て支援課 

児童手当の支給 子育て支援課 

児童扶養手当の申請受付 子育て支援課 

小児医療費、ひとり親医療費の助成 子育て支援課 

母子・父子寡婦福祉資金の貸付の相談、申請受付 子育て支援課 

妊娠・出産（望まない妊娠や若年妊娠・出産等）に関する相談・支援 健 康 増 進 課 

妊婦健診の一部公費負担 健 康 増 進 課 

生活困窮世帯の保護者の健康確保（ひとり親家庭等の精神疾患者支援） 健 康 増 進 課 

母子保健事業等の機会を利用した生活困窮世帯の乳幼児の安全確認と良好な養

育環境の支援 

健 康 増 進 課 

教育に関する経済的負担の軽減や実費徴収に係る補足給付 学 校 教 育 課 

小中学生への就学援助 等 学 校 教 育 課 

 

（２） 県が行う主な支援策 

①教育支援 

事業展開 

生活困窮世帯や生活保護世帯等の中高生を対象に、高校進学及び中退防止を目的とする学習支援 

児童養護施設入所児童に対する学習支援 

②生活支援 

事業展開 

生活困窮世帯や生活保護世帯の保護者を対象にした自立支援の推進 

県福祉事務所で各種生活相談や生活に役立つ情報の提供 

児童養護施設退所児童等を対象として、就労、住宅、生活相談等の自立支援の実施 

ひとり親家庭の子どもに対する就業相談、就業講習会の開催、就業情報の提供 

③保護者への就労支援 

事業展開 

生活困窮世帯や生活保護世帯の保護者を対象にした就労支援 

県福祉事務所（埼玉県母子・父子福祉センター）で就業相談、就業支援講習会、就業情報の提供 

埼玉県女性キャリアセンターでキャリアカウンセリングやセミナーの実施、職業紹介など女性の就

業支援 
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④経済的支援 

事業展開 

県福祉事務所（埼玉県母子・父子福祉センター）でひとり親家庭からの各種生活・就業相談の実施

等自立支援 

ひとり親家庭に対する児童扶養手当の支給、福祉資金の貸付等の支援 

乳幼児、ひとり親家庭及び重度心身障害者（児）の医療費自己負担額の助成 

県福祉事務所（埼玉県母子・父子福祉センター）で就業相談、就業支援講習会、就業情報の提供、

ひとり親家庭の父母の就業に向けた資格の取得などを支援するため、高等職業訓練促進給付金等の

支給 
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基本目標３ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

○子ども・子育て支援法に基づく基本指針上の扱い

【労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連

携に関する事項】

１ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、子育ての時間や、家庭、地域、自己啓発等に

かかる個人の時間をもつことで、健康で豊かな生活が送れる社会の構築が求められています。 

また、働く女性や共働き世帯が増え、就労形態も多様化するなど、個人のライフスタイル

や価値観も多様化しています。このため、働きたい人が仕事と生活を両立させるためには、

仕事や子育て、家庭生活などバランスのとれた環境が必要であり、子育て支援などの社会的

基盤の整備やワーク・ライフ・バランスを実現するための職場環境の改善、労働者・事業主

の意識改革など多面的な取組みの推進が求められています。 

事業名 事業展開 担当課 

労働者への意識啓

発 

男女がともに、仕事時間と生活時間のバランスがとれる

多様な働き方を選択できるよう啓発に努めます。 

子育て支援課

総 務 課

産 業 観 光 課

企業への働きかけ

の推進 

企業に対して、育児休業制度の充実など、子育てにやさ

しい企業経営を要請していきます。 

産 業 観 光 課

子育て支援課




